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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。
　平素は、格別のご支援を賜り心からお礼申しあげます。 
　このたび、株主総会後の取締役会におきまして私が社長に
就任いたしました。 
　ここに当社第91期営業のご報告をお届けするにあたり一言
ご挨拶申しあげます。 
　ご高承のとおり、当期におけるわが国経済は、後半に入り
米国の金融危機に端を発した世界的な景気減速の影響を受け、
急激なスピードで景気悪化に陥りました。 
　当業界におきましては、比較的堅調に推移してきた民間設備
投資は、この世界的経済危機の影響を受け、輸出産業を中心と
した企業収益が大幅に悪化し、設備投資計画が中止や繰延べ
されるなど、低迷に転じました。加えて、国・地方の財政状況を
反映して官公庁工事は依然として低調であり受注・価格競争
激化が継続するなど、厳しい経営環境下にありました。 
　このような状況下にありまして、当社は中期経営計画（平成18年
度から平成20年度まで）の最終年度として、特に、コア事業へ
経営資源を集中させ、効率的施工に努めるとともに、利益重視
戦略に全社一丸となって取り組んでまいりました。 
　しかしながら、 
　受注高は1,650億6千4百万円（前期比8.8％減）、 
　売上高は1,685億4千万円（前期比12.6％減）と、ともに減少
いたしました。 
　利益面につきましても、売上高の減少に伴う売上総利益の
減少の影響により、 
　経常利益は58億6千5百万円（前期比20.7％減）、 
　当期純利益は42億6千8百万円（前期比25.8％減）と大幅に
減少いたしました。 
　今後の経済動向につきましては、昨年後半以降の景気悪化

に加え、今般の新型インフルエンザの発生・感染拡大が経済活
動に悪影響を及ぼすことが懸念され、外需・内需とも底の見えな
い厳しい状況が続くと考えられます。 
　当業界におきましては、民間企業の設備投資計画の中止・
繰延べなどによる建設市場の縮小や受注・価格競争激化の継続
は避けられず、一段と厳しさを増す状況になると憂慮されます。 
　こうした状況下にありまして、当社は過去3年間取り組んできた
持続的成長戦略を進化させるとともにその足固めを行い、いか
なる経営環境でも安定した利益を創出できる強靭な企業体質を
構築するため、「強靭な企業体質への転換～持続的成長戦略
の足固め～」をテーマとする中期経営方針をとりまとめ、「収益向
上を目指した受注戦略の推進」「経営効率の向上」「経営管理
体制の強化」「人材の育成強化」を柱とする中期経営計画を
新たに策定いたしました。（詳細は21頁～22頁をご高覧ください） 
　新中期経営計画の各項目について着実な成果を上げるよう
総力を挙げて取り組み、当社の企業価値最大化を目指していく
所存でありますので、何卒今後とも格別のご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。 

平成21年6月 
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（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
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　架空配電線工事の工事量減少と市場開発工事における景気
低迷による住宅設備工事等の受注減少により、前期に比して受注高
につきましては0.6％減、売上高につきましては0.5％減となりました。 

71,560 71,591

平成19年度 第90期 

71,133 71,225

平成20年度 第91期 

　中部電力からの年間受注量が増加し、受注高につきましては前
期に比して4.2％増となりました。売上高につきましては、受注高が
増加したことにより、前期に比して3.0％増となりました。 

平成20年度 第91期 

6,591
6,201

事業の概況 

　移動体通信事業者の積極的な設備投資による移動体通信関連
工事の増加や、固定通信事業者関連ＦＴＴＨ工事の増加などにより、
受注高につきましては前期に比して10.4％増となりました。売上高に
つきましては、一般民需の落ち込みはあったものの、移動体通信工事
が順調に完成したことなどにより、前期に比して3.7％減にとどまりました。 

平成19年度 第90期 

14,843

15,947

平成20年度 第91期 

16,381
15,354

平成19年度 第90期 

6,322
6,020
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　中部電力を含む一般得意先からの受注は増加したものの建設会
社からの受注が減少し、受注高につきましては、前期に比して5.8％減
となりました。売上高につきましては、期首手持工事・当期受注完成と
もに減少したことにより前期に比して27.2％の大幅な減となりました。 

　当期から屑線売却などの業務を株式会社トーエネックサービスに業
務移管を実施したこと、及び後半での銅価格の大幅な下落等による
電線販売額が減少したことにより、売上高は前期に比して37.4％減と
なりました。 

　採算性重視の選別受注を推進してきましたが、後半に入り急激
な景気悪化に伴い建設投資が減少したこと等により、受注高につき
ましては、前期に比して16.3％の大幅な減となりました。売上高につ
きましては、期首手持工事の減少が大きく当期受注完成も伸び悩
んだことにより前期に比して19.6％の大幅な減となりました。 

平成19年度 第90期 

69,331

79,123

平成20年度 第91期 

57,997
63,612

9,797

11,561

平成19年度 第90期 

9,226
8,413

平成20年度 第91期 

（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
事業の概況 

平成19年度 第90期 

5,967 5,967

平成20年度 第91期 

3,734 3,734



（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
業績の推移 
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192,732

180,894

平成19年度 第90期 

168,540165,064

平成20年度 第91期 

5,752

7,392

平成19年度 第90期 平成19年度 第90期 

4,268

5,865

平成20年度 第91期 

61円17銭

平成19年度 第90期 

平成19年度 第90期 

163,421

平成20年度 第91期 

153,503

45円42銭

平成20年度 第91期 
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　　　損益計算書 　　　貸借対照表 
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平成20年3月31日残高 

当期の変動額 

　別途積立金の積立 

　剰余金の配当 

　剰余金の配当（中間配当） 

　固定資産圧縮積立金の取崩 

　固定資産圧縮積立金の積立 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

株主資本以外の項目の当期の変動額（純額） 

当期の変動額合計 

平成21年3月31日残高 

資本金 資本剰余金 
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株主資本合計 

 

 

2,629 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△1,466 

△1,466 

1,162 

 

 

 

3,770 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△3,231 

△3,231 

538 

 

 

 

平成20年3月31日残高 

当期の変動額 

　別途積立金の積立 

　剰余金の配当 

　剰余金の配当（中間配当） 

　固定資産圧縮積立金の取崩 

　固定資産圧縮積立金の積立 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

株主資本以外の項目の当期の変動額（純額） 

当期の変動額合計 

平成21年3月31日残高 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 
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評価・換算 
差額等合計 

評価・換算差額等 

純資産 
合計  

 

69,922 
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△469 

－ 
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△45 

7 

△4,698 

△1,409 

68,513

（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

株主資本等変動計算書 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式及び関連会社株式 ───── 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
　時価のあるもの ──────────  期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定 

　時価のないもの ──────────  移動平均法による原価法 
(２) デリバティブの評価基準及び評価方法 ──  時価法 
(３) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
未成工事支出金 ───────────  個別法による原価法 
材料貯蔵品・商品 ──────────  移動平均法による原価法 

貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定 

(４) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
リース資産以外の有形固定資産 ────  定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については定額法 

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
─────────────  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
無形固定資産 ────────────  定額法 

(５) 引当金の計上基準 
①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

②　工事損失引当金は、将来の工事損失の発生に備えるため、工事損失が確実視される場合に、
当期末において合理的に見積もることができる工事損失見込額を計上する方法によっている。 
③　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
過去勤務債務及び数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した金額
をそれぞれ発生の事業年度から費用処理することとしている。 
（追加情報） 
役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上していたが、平成20年6月26日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰
労金制度を廃止した。制度の廃止に伴い、在任期間に応じた役員退職慰労金の打ち切り支給を同株
主総会にて決議し、役員退職慰労引当金残高192百万円を固定負債の「その他」に計上している。 

(６) 完成工事高の計上方法 
完成工事高のうち、一定の基準に該当する長期大型工事に係る収益の計上については
工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用している。 

(７) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっている。 

ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当処理を採用している。 
(８) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
(９) 会計処理方法の変更 
（たな卸資産の評価基準及び評価方法） 
当期より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日
公表分）を適用している。 
この変更に伴う損益に与える影響は軽微である。 

（リース取引に関する会計基準等の適用） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっていたが、当期より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日
（（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、
平成19年3月30日改正））を適用している。これに伴い、平成20年4月1日以降に契約した所有権移転外
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買
取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、有形固定資産に属する各科目に含めて表示している。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前
のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
これにより、従来の方法によった場合と比較して、営業利益が4百万円増加し、経常利益
及び税引前当期純利益が49百万円減少している。 
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負 債 の 部  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

 

 

     

       

    

 

 

 

 

 

 

    

支払手形・工事未払金等   

短 期 借 入 金    

リ ー ス 債 務    

未 払 費 用    

未払法人税等   

未成工事受入金   

そ の 他        

   

長 期 借 入 金    

リ ー ス 債 務    

退職給付引当金   

役員退職慰労引当金   

そ の 他    

 

 

 

資 本 金    

資 本 剰 余 金    

利 益 剰 余 金    

自 己 株 式      

    

その他有価証券評価差額金   

繰延ヘッジ損益   

為 替 換 算 調 整 勘 定   

純 資 産 の 部  

 

168,931 

4,405 

 

146,930 

4,027 

 

22,000 

378 

 

 

 

424 

395 

333 

 

232 

257 

 

 

67 

296 

48 

28 

3,827 

 

197 

125 

16 

3 

206 

1,666 

 

3,469 

248

 

 

173,336 

 

 

150,957 

 

 

22,379 

16,651 

5,727 

 

 

 

1,153 

 

 

490 

6,390 

 

 

 

 

 

4,269 

 

 

 

 

 

 

2,216 

8,443 

 

3,718 

4,725

 

完 成 工 事 高  

そ の 他 事 業 売 上 高  

 

完 成 工 事 原 価  

そ の 他 事 業 売 上 原 価  

  

完 成 工 事 総 利 益  

そ の 他 事 業 総 利 益   

 

営 業 利 益  

 

受 取 利 息 配 当 金  

持分法による投資利益    

そ    の    他 

 

支  払  利  息 

そ    の    他 

経 常 利 益  

 

事業分離における移転利益   

固 定 資 産 売 却 益    

貸 倒 引 当 金 戻 入 額    

投 資 有 価 証 券 売 却 益    

ス ワ ッ プ 解 約 益    

   

固 定 資 産 除 売 却 損    

減 損 損 失    

関 係 会 社 株 式 売 却 損    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額    

投 資 有 価 証 券 評 価 損    

燃 料 関 連 事 業 解 約 損     

税金等調整前当期純利益  

法人税、住民税及び事業税  

法 人 税 等 調 整 額   

当 期 純 利 益   

 

株式会社中部プラントサービス 

流 動 負 債     

 

 

 

 

 

 

 

固 定 負 債        

 

 

 

 

 

負 債 合 計         

       

株 主 資 本     

 

 

 

 

評価･換算差額等    

   

 

  

 

53,353 

35,838 

4,553 

1,622 

5,607 

1,658 

2,161 

1,911 

38,517 

210 

4,850 

33,000 

73 

383 

91,871 

 

76,997 

7,680 

6,839 

63,740 

△ 1,263 

1,791 

1,169 

538 

84 

78,789 

170,660

資 産 の 部  

    

現 金 預 金  

受取手形・完成工事未収入金等   

有 価 証 券    

未 成 工 事 支 出 金    

材 料 貯 蔵 品    

商 品    

繰延税金資産   

そ の 他    

  貸倒引当金    

 

 

 

   

 

建物・構築物  

機械、運搬具及び工具器具備品  

土 　 　 　 地   

建 設 仮 勘 定   

 

 

投資有価証券  

繰延税金資産  

そ の 他   

  貸倒引当金 

流 動 資 産        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

93,467 

26,520 

39,678 

12,458 

8,538 

1,907 

95 

2,499 

2,086 

△ 317 

 

 

 

77,192 

47,387 

14,107 

7,920 

25,264 

94 

1,185 

28,619 

14,433 

12,693 

2,794 

△ 1,300 

 

170,660

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

有形固定資産     

 

 

 

 

無形固定資産    

投資その他の資産   

 

 

 

 

 

資 産 合 計  

売　　上　　高 

   

 

売　上　原　価 

   

 

売　上　総　利　益 

 

 

販売費及び一般管理費 

 

営　業　外　収　益 

   

 

 

営　業　外　費　用 

   

 

 

特　別　利　益 

   

 

 

 

 

特　別　損　失 

  

（平成21年3月31日現在） 

連結決算の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純 資 産 合 計     

負債純資産合計 

（平成20年4月1日～ 
  平成21年3月31日） 

筑 
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3,900 
8,443 
4,108 
125 
15 

△42 
△618 
△191 
△162 
△424 
232 
△1 
206 
△28 
16 

△395 
△98 
6,379 
△210 
△63 

△6,899 
△1,354 
△1,445 
1,182 
8,771 

△4,871 
△4,972 
△32,428 
24,625 

△15,945 
20,000 
△1,090 

59 
△2 
14 

△3,219 
1,285 
439 
1,489 
△200 
△3,091 
1,373 

△2,434 
△45 
7 

△812 
△240 
△939 
△88 

△4,252 
30,110 
25,857

 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  
減 価 償 却 費  
減 損 損 失  
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額  
役 員 賞 与 引 当 金 の 減 少 額  
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額  
そ の 他 引 当 金 の 減 少 額  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  
支 払 利 息  
為 替 差 益  
有 価 証 券 等 評 価 損  
投 資 有 価 証 券 売 却 益  
関 係 会 社 株 式 売 却 損  
持 分 法 に よ る 投 資 損 益  
有 形 及 び 無 形 固 定 資 産 除 売 却 益  
売 上 債 権 の 減 少 額  
未 成 工 事 支 出 金 の 増 加 額  
た な 卸 資 産 の 増 加 額  
仕 入 債 務 の 減 少 額  
未 成 工 事 受 入 金 の 減 少 額  
未 払 消 費 税 等 の 減 少 額  
そ の 他  

小　　　　　　　計 
法 人 税 等 の 支 払 額  
 
定 期 預 金 等 の 預 入 れ に よ る 支 出  
定 期 預 金 等 の 払 戻 し に よ る 収 入  
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  
貸 付 け に よ る 支 出  
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  
利 息 及 び 配 当 金 の 受 領 額  
事 業 譲 渡 に よ る 収 入  
そ の 他  
 
短 期 借 入 金 の 純 増 額  
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入  
リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出  
利 息 の 支 払 額  
配 当 金 の 支 払 額   
 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
 
 
 
 
 
 
現金及び現金同等物に係る換算差額 
現金及び現金同等物の減少額 
現金及び現金同等物の期首残高 
現金及び現金同等物の期末残高 
 

 

 

7,680 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,680 

 

 

 

6,839 

 

 

 

 

0 

 

 

0 

6,839 

 

 

 

平成20年3月31日残高 

当期中の変動額 

　剰余金の配当 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額（純額） 

当期中の変動額合計 

平成21年3月31日残高 

 

 

平成20年3月31日残高 

当期中の変動額 

　剰余金の配当 

　当期純利益 

　自己株式の取得 

　自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額（純額） 

当期中の変動額合計 

平成21年3月31日残高 

 

 

59,955 

 

△939 

4,725 

 

 

 

 

3,785 

63,740 

 

 

 

△1,224 

 

 

 

△45 

6 

 

 

△38 

△1,263 

 

株　主　資　本  

 

73,250 

 

△939 

4,725 

△45 

7 

 

 

3,746 

76,997 

 

 

 

2,646 

 

 

 

 

 

 
△1,477

 

△1,477 

1,169 

 

 

 

3,770 

 

 

 

 

 

 
△3,231 

△3,231 

538 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 
74 

74 

84 

 

 

 

6,426 

 

 

 

 

 

 
△4,634

 

△4,634 

1,791 

 

 

 

79,677 

 

△939 

4,725 

△45 

7 

 
△4,634 

△888 

78,789 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

連結決算の状況 

（平成20年4月1日～ 
  平成21年3月31日） 

（平成20年4月1日～ 
  平成21年3月31日） 
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国外84名 
3,206千株（3.3％） 

 
自己名義株式1名 
2,705千株（2.8％） 

北海道18名 
16千株 
（0.0％） 

東北66名 
70千株 
（0.1％） 

関東1,138名 
12,369千株 
（12.8％） 

中部4,280名 
73,788千株 
（76.3％） 

近畿1,050名 
3,893千株 
（4.0％） 

中国108名 
180千株 
（0.3％） 

四国98名 
241千株（0.2％） 

九州120名 
181千株 
（0.2％） 

1千株未満 
527千株 

0.5％（1,754名） 

100万株以上 
64,050千株 
66.3％（8名） 

10万株以上 
9,638千株 
10.0％（36名） 

5万株以上 
2,686千株 
2.8％（38名） 

1万株以上 
7,533千株 
7.8％（460名） 

1千株以上 
12,215千株 

12.6％（4,667名） 

国内法人 
258名 

52,887千株 
（54.7％） 

金融機関43名 
9,852千株（10.2％） 

個人・団体 
6,549名 
27,836千株 
（28.8％） 

その他2名 
2,707千株（2.8％） 

証券会社25名 
131千株（0.1％） 

外国人86名 
3,236千株（3.4％） 

自己株式2,705千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。 

中 部 電 力 株 式 会 社  

トーエネック従業員持株会 

ト ー エ ネ ッ ク 共 栄 会  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

シービーエヌワイ　デイエフエイ　インター 
ナショナル キャップ　バリュー ポートフォリオ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社  

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  

48,330 

6,478 

1,701 

1,543 

1,247 

 
1,039 

1,006 

795 

681 

489

50.01％ 

6.70　 

1.76　 

1.60　 

1.29　 

 
1.08

　
 

1.04　 

0.82　 

0.70　 

0.51　 

 

（平成21年3月31日現在） 
株式の状況 



当社岐阜支店 新本館完成 

指定管理者に選定 

19 20

トピックス 

（平成20年11月完成） 
太陽光発電設備を設置し、環境に配慮しています。 
 

■愛知県岡崎市シビックセンター 
（当社は同施設の設備保守点検を行います） 

■愛知県小牧市南部コミュニティーセンター・小牧南児童館 
（当社は同施設の設備保守・清掃・警備を行います） 

■会津オリンパス工場（福島県会津若松市） 
（東北地方で初となる超高効率トランスを設置） 

■オリンパス　　　　　 
技術開発センター八王子 

（東京都八王子市） 
（主要幹線設備を施工） 

■日本ピスコ 伊那第二工場（長野県上伊那郡） 
（長野県下最大級の太陽光発電設備を施工） 

当社 最近の施工物件 
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新中期経営計画（平成21～23年度） 

「強靭な企業体質への転換」～持続的成長戦略の足固め～ 

Ⅰ.中期経営方針 

Ⅱ.数値目標（平成２３年度値） 

基本戦略 
・「お客さま満足」を常に意識し、お客さまの立場に立ったきめ細かなサービスの
提供を徹底し、選ばれる企業を目指す。 
・中部電力グループ、さらにはトーエネックグループ総合力の向上を目指した
取り組みを確実に展開する。 
・会社の競争力となる総合力強化のために一人ひとりが会社全体を見わたす
幅広い視野を持ち、全体最適の取り組みを展開する。 
・会社の成長の原動力である提案、営業、管理・指導などの総合力を備えた現場力
の強化を図る。 
・対話重視のいきいきした活力あふれる職場づくりを推進する。 

１．収益向上を目指した受注戦略の推進 

３．経営管理体制の強化 

（１）コア事業の受注拡大と元請工事の拡大 

　  ① お客さまとの長期的な関係づくりの強化 
　  ②空調管部門の営業力・組織力の強化と受注拡大 
　  ③移動体通信工事の受注拡大 
　  ④営業改革の積極的推進 
　  ⑤当社の技術力を活かした中部電力との協働営業の強化 
　  ⑥保守メンテナンス・リニューアル体制の強化 
　  ⑦オール電化機器、太陽光発電システムの販売・施工の積極的推進 
（２）新規・新領域事業の開拓 

　  ① 業容拡大のためのアライアンスの積極的推進 
　  ②中部電力配電部門周辺業務の積極的な受注拡大 
　  ③エネルギーソリューション事業の受注拡大 
　  ④ 省エネ（CO２削減）などのエコビジネスを含む、環境負荷ソリューション分野における 
　　   受注戦略強化 
　  ⑤ 新たなバリューチェーンの拡大 
 

（１）信頼される企業づくりの推進 

　  ①コンプライアンス・環境保全・ＩＲ等のＣＳＲへの着実な取り組み 
　  ②業務品質の向上と社会的責任のための内部統制制度の的確運用 
　  ③安全・品質・施工効率の三位一体となった向上策の展開 
（２）当社グループ経営管理体制の強化 
　  ① グループ全体でのバリューチェーン確立などによる、グループ総合力の向上 
　  ②収益向上を目指したグループ経営体制の強化 
（３）リスク管理の強化 
　  ① 関係部署との連携を密にしたリスクへのスピーディな対応 
　  ②与信管理強化による不良債権発生防止と債権の確実回収 
　  ③ネガティブコストの排除 
　  ④低炭素社会への積極的な対応 

４．人材の育成強化 

（１）人材の育成強化 

　  ①独自保有技術・技能の確実な維持・継承 
　  ②実務経験を有する有資格者の計画的な育成 
　  ③若年層と中堅社員のジョブローテーションと、中堅社員の管理職への抜擢 
　  ④戦略性・チャレンジ性を持った行動力のある人材育成の強化 
（２）現場力の強化 
　  ①技術教育のさらなる充実・強化による現場の技術力向上 
　  ②パートナーとしての協力会社の育成・施工応援体制の強化 
（３）活力ある職場づくり 

　  ①風通しの良いいきいきとした職場づくりの推進 
　  ②モチベーション向上につなげるための、人事諸制度の評価と見直し 
 

（３）キャッシュ・フロー経営の推進 

　  ① 遊休資産の有効活用推進 
　  ②工事代金の早期・確実回収による資金効率の向上 
（４）IT戦略の推進 

　   現場管理および間接業務の省力化による生産性向上のためのＩＴ活用 
（５）部門・本支店間のコミュニケーション増進 

　   部門、本・支店間のさらなる連携による、会社の総合力強化と、全体最適への取組み 

２．経営効率の向上 
（１）徹底したコストダウン施策の推進 

　  ① 価格競争力強化と利益確保のための徹底した原価管理とコストダウンの推進 
　  ②施工管理業務の効率化と現場支援業務の充実 
　  ③販売費および一般管理費、固定費のさらなる削減 
　  ④ 成長性・採算性の評価による事業・プロジェクトおよび営業拠点の見直し 
　  ⑤ 事業活動で発生する環境負荷低減によるコスト削減 
（２）経営資源の再配分 

　   工事量に柔軟に対応し利益創出できる体制強化のため、部門および本・支店間での 
　   要員再配分 

受 注 高 

売 上 高 

経 常 利 益  

Ｒ Ｏ Ｅ 

連　　結 単　　体 

１，９００億円以上 

１，９００億円以上 

５０億円以上 

１，８５０億円以上 

１，８５０億円以上 

４５億円以上 

３.２％以上 
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（平成21年3月31日現在） 

取締役社長 

専務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

野 田 泰 弘  
宮 原 義 尚  
桂 川 　 篤  
三 河 正 宏  
田 中 豊 夫  
和 田 秀 俊  
平 田 健 治  
山 田 博 志  
丹 羽 幹 夫  
山 内 　 忠  
久 米 雄 二  
三 浦 　 務  
森 田 　 務  

監 査 役  
（ 常 勤 ） 

監 査 役  
（ 常 勤 ） 

監 査 役  

監 査 役  

冨 田 敏 夫  
熊 谷 廣 一  
伊 藤 　 哲  
石 原 真 二  
 
 

4,852名　（平成21年3月31日現在） 

7,680,785,924円  （平成21年3月31日現在） 

電気及び電気通信工事 

管工事 

消防施設工事 

土木及び建築工事 

とび、土工及びコンクリート工事 

ほ装工事 

塗装工事 

防水工事 

水道施設工事 

鋼構造物工事 

機械器具設置工事 

内装仕上工事 

清掃施設工事 

冷水、温水、蒸気その他の熱及び風力発電、太陽光発電等のエネル 

ギー供給に関する事業 

電気通信事業 

前各号の工事及び事業に関する測量、設計、監理及びコンサル 

ティング業務並びにこれらに附帯する研究、企画、開発等の受託 

次の物品の仕入、製造、販売及び賃貸の事業 

ア.  前各号に関する工事用の電線、電柱及び架線金具等 

イ.  発電用・送電用の制御機器、照明器具及び配線材料 

ウ.  電化製品、家具、厨房機器、医療機械器具、衛生用機械器具、 

　  介護機器、介護用品、健康器具、スポーツ用品、衣料品及び日用 

　  雑貨品 

エ.  建設用機械器具、空気調和設備機器及び空気圧縮機 

オ.  電気通信機器、コンピューター機器及び通信端末機器並びに 

　  これらの部品 

一般貨物自動車運送事業 

不動産の売買、賃貸及び管理 

他会社に対する投資及び融資 

労働者派遣事業 

前各号に附帯する一切の事業 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

 

１５ 

１６ 

 

１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 



25 26

主要営業所のご案内 株主メモ 

 

〒460-0008 

〒455-0011 
 

〒457-0819 

〒920-0025 
 

〒810-0073 
 

〒170-0002 

〒220-0022 
 

〒305-0061 
 

〒060-0004 
 

〒980-0014 
 

〒532-0025 

〒650-0034 
 

〒730-0014 
 

〒461-0043 

〒444-0035 

〒420-0029 

〒514-0003 

〒500-8269 

〒380-0803 

 

名古屋市中区栄1-20-31 

名古屋市港区千年3-1-32 
（本店別館） 

名古屋市南区滝春町1-79 

金沢市駅西本町2-11-42 
（コムラビル） 

福岡市中央区舞鶴1-3-14 
（小榎ビル） 

東京都豊島区巣鴨1-3-11 

横浜市西区花咲町6-145 
（横浜花咲ビル） 

つくば市稲荷前8-1 
（布川ビル） 

札幌市中央区北四条西17-1 
（吉田ビル） 

仙台市青葉区本町1-3-9 
（第六広瀬ビル） 

大阪市淀川区新北野3-8-2 

神戸市中央区京町76-1 
（明海三宮ビル） 

広島市中区幟町14-14 
（広島教販ビル） 

名古屋市東区大幸1-8-8 

岡崎市菅生町字元菅17-2 

静岡市葵区研屋町51 

津市桜橋2-177-1 

岐阜市茜部中島3-10 

長野市三輪2-1-8 

 

Tel  052-221-1111 

Tel  052-221-1111 
 

Tel  052-619-1706 

Tel  076-262-6767 
 

Tel  092-712-8486 
 

Tel  03-5395-7111 

Tel  045-411-0011 
 

Tel  029-856-0651 
 

Tel  011-641-5144 
 

Tel  022-265-6366 
 

Tel  06-6305-2181 

Tel  078-391-1614 
 

Tel  082-228-8773 
 

Tel  052-722-2161 

Tel  0564-23-3211 

Tel  054-273-4350 

Tel  059-229-6100 

Tel  058-272-3232 

Tel  026-241-1111 

 

本 店  

 
 

技 術開発室  

北 陸 支 社  
 

九 州 支 社  
 

東 京 本 部  

神 奈川支社  
 

茨 城 支 社  
 

北 海道支社  
 

東 北 支 社  
 

大 阪 本 部  

神 戸 支 社  
 

中 国 支 社  
 

名 古屋支店  

岡 崎 支 店  

静 岡 支 店  

三 重 支 店  

岐 阜 支 店  

長 野 支 店  

 

住所変更、単元未満株式
の買収・買増、配当金受取
方法の指定などのお申出
について  

〈証券会社をご利用の株主様〉  

お取引先の証券会社にお問い合わせください。  

〈証券会社をご利用でない株主様〉  

株式が特別口座に登録されている株主様は、

当社の特別口座管理機関である中央三井

信託銀行株式会社へお問い合わせください。  

 

未払配当金の支払いに
ついて  

当社の株主名簿管理人である中央三井信
託銀行株式会社へお問い合わせください。 


